
防災・減災、国土強靭化対策の継続・拡充を求める意見書  

 

 私どもの地域に甚大な被害をおよぼした東海豪雨災害から２０年となる

が、近年は地球温暖化の影響などにより全国各地において自然災害は一層

頻発化・激甚化している。このような甚大な自然災害に事前から備え、国

民の生命・財産を守る防災・減災、国土強靭化は、一層その重要性を増し

ており、喫緊の課題となっている。  

 こうした中、国においては、特に緊急に実施すべきハード・ソフト対策

について、「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」を取りま

とめ、集中的に取り組んでいるが、その期限は令和２年度末までとなって

いる。  

 しかしながら、今後も引き続き起こり得る、温暖化により激甚化する水

害や南海トラフ地震等の大規模自然災害の被害を最小限に抑えるととも

に、強靭な経済基盤を構築するためには、中長期的な視点が不可欠であ

り、今後も、河川改修、耐震対策等の事前防災や社会基盤の老朽化対策を

推進するなど、防災・減災、国土強靭化を加速化・深化させていく必要が

ある。  

 よって、国におかれては、防災・減災、国土強靭化の推進を図るため、

下記事項に特段の措置を講じられるよう強く要望する。  

 

記 

 

１ 「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」の実施期間終了

後も中長期的な視点に立った対策を実施できるよう、気候変動への対応

やインフラの老朽化対策など近年の情勢を踏まえ、事業の延長と充実を

図るとともに、必要となる予算を安定的に別枠で確保すること。  

 

２ 対策に伴う地方負担分については、令和２年度末が期限とされている

緊急防災・減災事業債等について延長するとともに、地域の実情を踏ま

え、対象事業を拡大する等の地方財政措置の拡充を図ること。  



 

３ 社会資本の整備・維持管理に加え、災害発生時に TEC－FORCE（緊

急災害対策派遣隊）として迅速かつ円滑な復旧等のための活動する国土

交通省の地方整備局及び河川国道事務所・出張所の人員や体制の維持・

充実を図ること。  

 

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。  
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